
平成２１年度予算 雇用均等・児童家庭局 

概 算 要 求 の 概 要 
 

 
 
 
 

 我が国においては、少子化や人口減少が進んでおり、経済産業や社会保障の問

題にとどまらず、国や社会の存立基盤にかかわる問題となっている。 
このため、「子ども・子育て応援プラン」等に基づく施策の着実な推進を図る

とともに、平成１９年１２月に決定された「子どもと家族を応援する日本」重点

戦略を受け、「新待機児童ゼロ作戦」（集中重点期間平成２０～２２年度）、「５つ

の安心プラン」の一つである「未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会」等

を踏まえた少子化対策を総合的に推進する。 
また、働き方の見直しによる仕事と生活の調和の実現に向け、育児・介護休業

制度の拡充や企業の取組に対する支援など、育児・介護期における仕事と家庭の

両立支援対策を推進する。 

 さらに、男女雇用機会均等の更なる推進やパートタイム労働者の均衡待遇確保

などにより、公正かつ多様な働き方の実現を図る。 

 
《主要事項》 
 
   
◇ 地域における次世代育成支援対策の推進 

１ 新待機児童ゼロ作戦の推進 

２ 地域の子育て支援の推進             

３ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実     

  ４ 母子家庭等自立支援対策の推進           

  ５ 母子保健医療の充実 

  ６ 妊娠・出産に係る負担の軽減 

                             

◇ 仕事と家庭の両立の支援 

仕事と家庭の両立支援 

 

 

 

 

１ 女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進 

   ２  パートタイム労働法に基づく正社員との均衡待遇の確保と正社員転換の推進 

   ３ テレワークの普及促進 

人人 口口 減減 少少 社社 会会 のの到到 来来 をを踏踏 ままええたた少少 子子 化化 対対 策策 のの推推 進進 、、

仕仕 事事 とと 生生 活活 のの 調調 和和 とと 公公 正正 かか つつ 多多 様様 なな 働働 きき 方方 のの 実実 現現  

人 口 減 少 社 会 の 到 来 を 踏 ま え た 少 子 化 対 策 の 推 進 

安 定 し た 雇 用 ・ 生 活 の 実 現 と 安 心 ・ 納 得 し て 働 く こ と の で き る 環 境 整 備 

-1- 

SSUEU
資料７



○予算の状況 
 

 ２０年度予算額 ２１年度概算要求額 伸び率 

 
 
局 合 計 
 
 

一般会計 

 

 

特別会計 

 
 

年金特別会計 

  児童手当勘定 

うち児童育成事業費 

 

 

労働保険特別会計 

労災勘定 

雇用勘定 

 

 

９，６３６億円

 

 

９，０４７億円

 

 

５８９億円

 

 

 

 

４５８億円

 

 

１３２億円

８億円

１２４億円

 

 

１０，１７１億円 

 

 

９，４４１億円 

 

 

７３０億円 

 

 

 

 

５７９億円 

 

 

１５１億円 

８億円 

１４３億円 

 

 

５．６％

 

 

４．４％

 

 

２３．９％

 

 

 

 

２６．５％

 

１４．４％

―

１５．３％

 

※計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と一致しないものがある。 

 
 
 
（参考）平成 21 年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について 

（平成 20 年 7 月 29 日 閣議了解）【抜粋】 

「『子どもと家族を応援する日本』重点戦略」（平成 19 年 12 月 27 日少子化社会 

対策会議決定）に基づく少子化対策につき国が負担することとなる経費等の平成 

21 年度における取扱いについては、「基本方針 2008」に基づく税体系の抜本的な 

改革と併せて予算編成過程において検討する。 
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人 口 減 少 社 会 の 到 来 を 踏 ま え た 少 子 化 対 策 の 推 進

 
 
 

◇ 地域における次世代育成支援対策の推進 

 
１ 新待機児童ゼロ作戦の推進 

《３７５，７２７百万円→４２０，０４９百万円》 
 

（１）新待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実  ３９２，１９９百万円 

○認定こども園の設置促進等                            ７，８２０百万円 

認定こども園（幼保連携型）の設置促進を図るため、集中重点的に緊急整備、設置促進、

事業に要する経費を厚生労働省と文部科学省が連携して助成を行うことにより、幼稚園・

保育所の枠組みを超えた「こども交付金」による総合的な財政支援を行う。 

・認定こども園施設整備費 

幼保連携型認定こども園となる際に必要な施設整備を図る。 

 

・認定こども園設置促進費 

幼保連携型認定こども園への移行促進を図るため、必要な支援を行う。 
 

・認定こども園事業費 

幼保連携型認定こども園の設置促進を図るため、保育所機能及び幼稚園機能

に対して必要な支援を行う。 
 

○待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大          ３７３，８３６百万円 

保育所の待機児童を早急に解消するため、待機児童が多い市町村を中心として、定員

増を伴う民間保育所の整備を重点的に支援することにより、受入れ児童数の拡大を図る。 

また、待機児童解消に向けた市町村の取組事例の情報提供など地域の実情に応じた

取組を都道府県が支援するなど、自治体間の待機児童解消の取組を促す仕組みを導入

する。 

・民間保育所整備（次世代育成支援対策施設整備交付金の内数） 

待機児童が多い市町村を中心に民間保育所の整備を推進する。 

（民間保育所の重点的な整備については、次世代育成支援対策施設整備交付金

（２１５億円）の内数） 

 

・民間保育所運営費 

待機児童解消を目指し、民間保育所における受入れ児童数の増を図る。 

 

・待機児童解消広域調整事業（新規） 

待機児童解消に向けた市町村の取組事例の情報提供等地域の実情に応じた

取組を都道府県が支援するなど、自治体間の待機児童解消の取組を促す。 
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○多様な保育サービスの提供                           ５７，８９６百万円 

家庭的保育事業（保育ママ）や一時預かり事業の拡充、地域の保育資源（事業所内保

育施設等）の活用など保育サービスの提供手段の多様化を図る。また、延長保育、病児・

病後児保育、休日保育など保護者の多様なニーズに応じた保育サービスを提供する。 

 

（２）総合的な放課後児童対策(｢放課後子どもプラン｣)の着実な推進 

２７，８５０百万円 
放課後児童クラブの受け入れ児童数の集中重点的な増加を図るとともに、大規模クラブ

（児童数７１人以上のクラブ）の解消を図る等の緊急重点整備を行う。 

また、放課後児童クラブと文部科学省が実施する「放課後子ども教室推進事業」を一体的

あるいは連携して実施する「放課後子どもプラン」の着実な推進を図る。 

 

 

２ 地域の子育て支援の推進 

《３１１，０９８百万円→３１１，３７４百万円》 
 

（１）すべての家庭を対象とした地域子育て支援対策の充実  ５８，９２６百万円 
○地域の特性や創意工夫を生かした子育て支援事業の充実 

（次世代育成支援対策交付金（ソフト交付金））              ４０，０００百万円 

様々な子育て支援事業について、「子ども・子育て応援プラン」に掲げた目標の達成

に向けた着実な推進を図るとともに、地域力を活用した子育て支援に従事する者の養

成、ファミリー・サポート・センター事業における病児・病後児の預かりへの対応、都道府

県による待機児童解消に向けた市町村支援等、地域の子育て支援の推進を図る。 

 

【対象となる主な事業】 

・待機児童解消広域調整事業（新規）【再掲】 

待機児童解消に向けた市町村の取組事例の情報提供等地域の実情に応じた

取組を都道府県が支援するなど、自治体間の待機児童解消の取組を促す。 

 

・次世代育成支援の人材養成事業（新規） 

地域の様々な次世代育成支援の取組を把握し、親の子育てを支援するコーデ

ィネーターの養成及び地域子育て支援拠点事業や一時預かりなど地域で行わ

れる子育て支援事業に参画する者を養成する。 

 

・ファミリー・サポート・センター事業（拡充） 

  子育て中の労働者や主婦等を会員として、地域における育児の相互援助活動

を行うとともに、新たに、病児・病後児の預かり、早朝・夜間等の緊急時の預

かりなど多様なニーズに対応できるよう支援を行う。 

 

・生後４か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

生後４か月までの乳児がいる全ての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報

提供や養育環境等の把握を行う。 

 

-4- 



 

 

・育児支援家庭訪問事業 

  養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児・家事の援助や指導助言等

を行う。 

 

・子育て短期支援事業 

親の病気、残業などの場合に児童養護施設等において児童を一時的に預かる

ショートステイ、トワイライトステイを実施する。 

 

・延長保育促進事業 

  民間保育所において、１１時間の開所時間を超えて実施する延長保育を推進

する。 

 

・子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

「子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）」の機能強

化を図るため、コーディネーターの研修やネットワーク構成員の専門性強化

を図るための取組を支援する。 

 

○地域における子育て支援拠点の拡充                    １２，０１７百万円 

地域における子育て支援拠点について、身近な場所への設置を促進するととも

に、多様な子育て支援活動の実施や関係機関とのネットワーク化を図り、子育て

家庭へのきめ細かな支援を行う機能の拡充を図る。 

 

  ○一時預かり事業の拡充【再掲】 

従来より実施している保育所での一時預かりに加え、実施主体を多様な運営

主体に拡大し、地域密着の一時預かりを推進する。 

 

  ○中・高校生と乳幼児のふれあう機会の推進          １２６百万円 

     すべての市町村において、中・高校生が乳幼児と出会いふれあう機会が確保

されることを目指し、児童館等を活用した取組を推進する。 

 

○次世代育成支援対策に資する施設整備の充実【再掲】 

（次世代育成支援対策施設整備交付金（ハード交付金））       

次世代育成支援対策施設整備交付金（ハード交付金）の充実を図り、耐震化工事

を含め、地域の実情に応じた保育所、児童養護施設等の整備を進める。 

 

（２）児童手当国庫負担金                      ２５２，４４８百万円 
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３ 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 

《８４，８７１百万円→８９，６２８百万円》 
 

（１）虐待を受けた子ども等への支援の強化            ８４，６２５百万円 

 

 

○地域における体制整備 

生後４か月までの全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）や育児支援家庭訪

問事業の全国展開及び「子どもを守る地域ネットワーク」（要保護児童対策地域

協議会）の機能強化を図る。（次世代育成支援対策交付金（４０，０００百万円）

の内数） 

 

○児童相談所の機能強化                             

児童相談所における家族再統合のための保護者指導や一時保護所における教

員等の配置を促進するなど児童相談所の機能強化を図る。 

 

○社会的養護体制の拡充                            ８４，１４２百万円 

・ 家庭的養護の推進及び入所している子どもへの支援の充実 

  家庭的な環境における養護を一層推進するため、ファミリーホームの推進、里

親支援体制の充実や児童養護施設等における小規模ケアの推進を行うとともに、

幼稚園費の創設、学習指導費加算の拡充や乳児院における被虐待児個別対応職員

の配置など入所している子どもへの支援の充実を図る。 

 

・ 施設退所児童等への支援の充実 

施設を退所した子ども等の就業・生活支援を充実するため、児童自立生活援助 

事業（自立援助ホーム）を推進するほか、相談支援及び意見交換・情報交換等の

自助グループ活動支援を行う地域生活・自立支援事業（モデル事業）を引き続き

実施する。 

 

（２）配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）への対策等の推進           

５，００３百万円 

婦人相談所における配偶者からの暴力被害者に対する一時保護委託費の充実を図

るとともに、婦人保護施設における同伴児童のケアの充実を図るほか、人身取引被害者

や外国人の配偶者からの暴力被害者支援のための通訳者を養成するなど支援体制の

充実を図る。 

 
 

４ 母子家庭等自立支援対策の推進 

《１７０，６２７百万円→１７４，０７８百万円》 
 

（１）母子家庭等の総合的な自立支援の推進             ８，１９１百万円 
○自立のための就業支援等の推進                       ２，８４３百万円 
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母子家庭の母の就業支援等を推進するため、看護師等の資格取得を支援する高

等技能訓練促進費の支給期間の延長や母子自立支援プログラム策定事業の推進な

ど支援措置の充実を図る。 

    

   ○養育費確保策の推進                                 ６９百万円 

養育費相談支援センターにおいて、養育費の取決め等に関する困難事例への対

応や、養育費相談にあたる人材養成のための研修等を行うことにより、母子家庭

等の自立の支援を図る。   

 

（２）自立を促進するための経済的支援               １６５，８８７百万円 
母子家庭や寡婦の自立を促進するため、児童扶養手当の支給や、技能取得等に必要

な資金の貸付を行う母子寡婦福祉貸付金による経済的支援を行う。 

 

 

５ 母子保健医療の充実 

《１９，３８２百万円→２１，４４９百万円》 
 

（１）周産期医療体制等の充実                     ６，１４５百万円 
   ○地域周産期母子医療センターへの支援（新規） 

地域において、出産前後の集中管理が必要な母体及び胎児、新生児に対する治療

を行う地域周産期母子医療センターに対して、安定的な運営を確保するため財政的支

援を行う。 

（母子保健医療対策等総合支援事業（統合補助金）（６１億円）の内数） 

     

○妊産婦ケアセンター（仮称）への支援（新規） 

産前産後における妊産婦の適切なサポートを行うため、入院を要しない程度の体調

不良（うつ病など）の妊産婦を対象に宿泊型のサービス（母体ケア、乳児ケア等）を提

供する。 

（母子保健医療対策等総合支援事業（統合補助金）（６１億円）の内数） 

    

   ○不妊治療への支援 

不妊治療の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用されず、高額の医療費

がかかる配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成する。 

（母子保健医療対策等総合支援事業（統合補助金）（６１億円）の内数） 

 

（２）小児の慢性疾患等への支援                   １４，９８２百万円 
小児期における小児がんなどの特定な疾患の治療の確立と普及を図るため、小児慢

性特定疾患治療研究事業を行う。また、未熟児の養育医療費の給付等を実施する。 

 

 

６ 妊娠・出産に係る負担の軽減 
 
    安心して、妊娠・出産できるようにするために、負担の軽減について検討する。 
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◇ 仕事と家庭の両立の支援 

仕事と家庭の両立支援 

   《７，８６４百万円→１０，４５６百万円》 
 
（１）育児・介護休業制度の拡充                 ４，４４１百万円 

育児・介護休業法の見直しを検討し、育児期の短時間勤務や男性の育児休業取得

促進など、継続就労しながら育児・介護ができる環境を整備する。また、期間雇用

者の育児休業の取得促進のためのモデル事業を実施する。 

 

（２）事業所内保育施設に対する支援の充実と地域開放        ４，９８７百万円 

事業所内保育施設を設置、運営する事業主に対する助成措置について、助成期間

を延長するとともに従業員以外の地域の利用者への地域開放を進めることにより、

事業所内保育施設の設置促進を図る。 

 
（３）中小企業における次世代育成支援対策の推進                    ９８４百万円 

次世代育成支援対策推進センターにおいて、中小企業における行動計画の策定、届

出を促進するため、講習会、巡回指導を実施する等、相談援助機能を強化する。 

 

 

 

 安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備

 

１ 女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進 

《９１９百万円→９１３百万円》 
 

（１）職場における男女雇用機会均等の推進               ５２３百万円 

男女雇用機会均等法の履行確保のため、厳正的確な指導を行うとともに、迅速な

紛争解決の援助を実施する。 

 

（２）ポジティブ・アクションの取組の推進                  ３６４百万円 

男女雇用機会均等法の履行確保とともに、男女労働者の格差の解消のための積極

的かつ自主的な取組（ポジティブ・アクション）を進めるため、その周知と取組の

ノウハウを提供する。 

 

（３）起業準備段階及び起業後間もない時期の女性に対する起業支援 

２６百万円 
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起業に向け取り組む女性に対する情報技術を用いて行う学習（e－ラーニングサ

ービス）の提供や、起業が軌道にのった先輩起業家が女性起業家に助言を行うメン

ター紹介サービス事業の実施等により起業を支援する。 

 

 

２ パートタイム労働法に基づく正社員との均衡待遇の確保と正社員転換

の推進                               《１，３９３百万円→１，４０５百万円》 
 

パートタイム労働法における均衡待遇の確保と正社員転換を推進するため、専門家の

配置等による相談、援助の実施等事業主支援を拡充する。また、短時間正社員制度につ

いて、業界ごとの導入モデルの開発、普及等により、その導入促進、定着を図る。 

 

 

３ テレワークの普及促進                   

   《７４百万円→６８百万円》 
 

 在宅での就業形態による発注者とのトラブル等に対する相談援助等を実施する。 
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《認定こども園、新待機児童ゼロ作戦》

５つの安心プラン 「３ 未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会」 1,262億円（20年度932億円）

○ 評価が高い一方で普及が十分でない認定こども園

・ 認定数 229施設（H20.4）

・ 施設や保護者からの評価は高い一方で、会計処理
や申請手続きの重複、省庁間や自治体部局間での
連携等について改善を求める声（H20認定こども園に係
るアンケート調査結果）

○ 解消の加速化が求められる保育所待機問題

・ 待機児童数 2.5万人（H14） → 1.8万人（H19）

・ 待機児童数の7割は0～2歳児、また、首都圏、近
畿圏等の大都市部や沖縄に待機児の7割が 集中

・ 希望するすべての人が安心して子どもを預けて働く
ことができるよう、3歳未満児の保育サービスの提供
割合を20%→38%に引き上げる必要（新待機児童ゼロ
作戦によるH29年の目標）

・ 家庭的保育利用児童数 12市区町村 331人（H19）

○ 質量ともに不足する放課後児童対策

・ 放課後児童クラブを利用できなかった児童数
1.4万人（H19）

・ 放課後児童クラブ（小1～3）の提供割合を19% →
60%に引き上げる必要（新待機児童ゼロ作戦によるH29
年の目標）

・ 放課後児童クラブ、放課後子ども教室とも未実施の
小学校区割合 24.4%（H19）

・ 71人以上の大規模クラブの割合 14.7%（H19）

○ 認定こども園の設置促進等 78億円

・ 「こども交付金」の創設による幼稚園、保育所の枠組み
を超えた総合的な財政支援の実施等 《新規》

○ 待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数の拡大
（次世代育成支援対策施設整備交付金215億円の中で対応）

・ 待機児童数が多い市町村を中心として、定員増を伴う
民間保育所の整備を重点的に支援

○ 保育サービスの提供手段の多様化 64億円

・ 家庭的保育（保育ママ）の大幅な拡充
・ 事業所内保育施設に対する助成措置について、助成
期間の延長、地域への開放の促進

○ 総合的な放課後児童対策（「放課後子どもプラン」）の着
実な推進 279億円

・ 放課後児童クラブの受入れ児童数の集中重点的な増、
大規模クラブの解消等の緊急重点整備を実施

保育サービス等の子どもと家族を支える社会的基盤の整備

［現 状 と 課 題］ ［21年度概算要求における主な具体的施策］

参考資料１



《すべての子育て家庭への支援》

○ すべての家庭を対象とした地域子育て支援基盤整備
の全国的な普及

・ 生後4か月までの全戸訪問事業実施市町村数
1,063市町村（全体の58.2%）（H19）

・ 地域における子育て支援拠点数
4,117か所（H18）〔対中学校区比40.4%〕

・ 一時預かり（一時保育）事業所数
6,304か所（H18）〔対中学校区比61.7%〕

○ 虐待を受けた子どもに対する家庭的な養護の整備

・ 児童養護施設の約7割が大舎（1舎20人以上）制
・ 児童養護施設の小規模化実施率（H18）

小規模グループケア 50.8%（284か所）
地域小規模児童養護施設 21.1%（118か所）

・ 里親委託率 9.4%（H18） → H21目標 15%

○ 地域支援体制の確立が求められる発達障害者対策

・ 発達障害者支援ｾﾝﾀｰ61か所（3指定都市で未整備）

○ 地域における子育て支援拠点の拡充、子育て支援事業
の充実 146億円

・ 子育て支援拠点の身近な場所への設置と機能拡充
・ 地域の利便性の高い多様な場における一時預かりの推
進《一部新規》

・ 地域力を活用した子育て支援に参画する者の養成など
地域子育て支援の推進

○ 家庭的養護の推進など社会的養護体制等の拡充
243億円

・ 児童養護施設等における小規模ケアの推進、ファミリー
ホームの推進や里親支援体制の充実等家庭的養護の
推進

○ 発達障害者の地域支援体制の確立 2.5億円

・ 発達障害者の乳幼児期から成人期までの一貫した支
援を行うための、個別支援計画の実施状況の調査・評
価と適切な助言の実施

○ 子育て世代の男性を中心とした長時間労働

・ 週に60時間以上就労する雇用者割合（男性）（H19）

30歳代 20.2%  40歳代 19.5% （全年齢 10.3%）

○ 男性の低い育児の参加度合い
・ 男性の育児休業取得率 1.56%（H19）

（取得したいと考えている男性労働者は約3割）
・ 6歳未満の子どもを持つ男性の育児・家事関連時間

1日当たり（土日含む）60分（H18） → H29目標150分

○ 仕事と生活の調和の実現 3億円

・ 業界団体による業種の特性に応じた「仕事と生活の調
和推進プラン」の策定の支援 《新規》

・ 企業に対する相談・助言を行う「仕事と生活の調和推進
アドバイザー（仮称）」の養成 《新規》

［現 状 と 課 題］ ［21年度概算要求における主な具体的施策］

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現



少 子 化 対 策 の 総 合 的 推 進

１．新待機児童ゼロ作戦の推進 ４，２００億円
○ 新待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実 ３，９２２億円

・認定こども園（幼保連携型）の設置促進、待機児童解消に向けた保育所の受入れ児童数

の拡大、家庭的保育事業の拡充などの多様な保育サービスの提供
○ 総合的な放課後児童対策(｢放課後子どもプラン｣)の着実な推進 ２７９億円

・放課後児童クラブの受け入れ児童数の集中重点的な増加を図るとともに、大規模クラブ
（児童数７１人以上のクラブ）の解消を図る等の緊急重点整備の実施
・「放課後子どもプラン」の着実な推進

２．地域の子育て支援の推進 ３，１１４億円
○ すべての家庭を対象とした地域子育て支援対策の充実 ５８９億円

・地域力を活用した子育て支援に従事する者の養成や待機児童解消に向けた自治体間の
取組の支援、地域の子育て支援拠点の拡充、地域密着の一時預かりの推進

○ 児童手当国庫負担金 ２，５２４億円

３．児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実 ８９６億円
○ 虐待を受けた子ども等への支援の強化 ８４６億円

・地域における体制整備や児童相談所の機能強化、社会的養護体制の拡充

４．母子家庭等自立支援対策の推進 １，７４１億円
○ 母子家庭等の総合的な自立支援の推進 ８２億円

・自立のための就業支援や養育費確保策等の推進

５．母子保健医療の充実 ２１４億円
○ 周産期医療体制等の充実 ６１億円

・地域周産期母子医療センターや妊産婦ケアセンターへの支援
○ 小児の慢性疾患等への支援 １５０億円

・小児期における小児がんなどの特定な疾患の治療の確立と普及等

６．妊娠・出産に係る負担の軽減
・安心して、妊娠・出産できるようにするために、負担の軽減について検討する。

７．仕事と家庭の両立の支援 １０５億円
・育児・介護休業制度の拡充や事業所内保育施設に対する支援の充実と地域開放等

８．安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備 ２４億円
・女性の職業キャリア継続が可能となる環境づくりの推進やパートタイム労働法に基づく正社員
との均衡待遇の確保と正社員転換の推進

【少子化社会対策関連予算（厚生労働省分）】
２１年度概算要求額 １兆４，３８４億円（２０年度予算額 １兆３，４５２億円）

【施策の方向性】
我が国においては、少子化や人口減少が進んでおり、経済産業や社会保障の問題にとどま

らず、国や社会の存立基盤にかかわる問題となっている。
このため、「子ども・子育て応援プラン」等に基づく施策の着実な推進を図るとともに、

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略を受け、「新待機児童ゼロ作戦」、「５つの安心
プラン」の一つである「未来を担う「子どもたち」を守り育てる社会」等を踏まえた少子化
対策を総合的に推進する。

参考資料２


